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前 書 き 

 
ひ っ

世界の食料需給が逼迫基調で推移すると見込まれる中、食料の多くを海外に依存している我が国にお

いては、国内の食料供給力を強化し、食料自給率の向上を目指していくことが喫緊の課題となっている。

このため、水田等を有効活用するための生産対策や担い手の育成・確保対策の推進と併せて、国内の農業

生産の重要な基盤である農地について、優良な状態で確保し、その有効利用が図られるようにし、意欲あ

る多様な農業者に農地が集積されることが極めて重要である。 

我が国の農地の現状をみると、農業従事者の減少、高齢化等により耕作放棄地が増加していることや、

経営する農地が分散し効率的な利用に必要な集積が容易でないことなど、制度・実態両面に関わる様々な

課題が指摘されている。このような農地をめぐる課題を克服し、将来にわたって国民に対する食料の安定

供給を確保するため、平成 21年６月、農地法（昭和 27年法律第 229号）等の農地関係法律の改正が行わ

れ（同年 12月施行）、農地について耕作者自らが所有することを最も適当としてきた制度を改め、農地の

適正かつ効率的な利用が図られるよう、農地の転用に関する規制の強化、遊休農地対策の強化、農地の利

用集積を円滑に実施するための事業の創設等が行われた。 

しかし、平成 22年の耕地面積は 459.3万 haと、12年（483万 ha）に比べ 10年間で 23.7万 ha減少（23

年の耕地面積は 456.1万 haで 22年に比べ更に 3.2万 ha減少）している一方、耕作放棄地面積については、

34.3万 haから 39.6万 haへと 5.3万 ha増加している状況がみられるなど、今後、農地の確保に向けた一

層の取組が重要となっている。また、農地集積の推進に関して、「我が国の食と農林漁業の再生のための基

本方針・行動計画」（平成 23年 10月 25日食と農林漁業の再生推進本部決定）及び「「我が国の食と農林漁

業の再生のための基本方針・行動計画」に関する取組方針」（平成 23年 12月 24日農林水産省）において、

①戸別所得補償制度の規模拡大加算、②人・農地プラン（地域農業マスタープラン）に位置付けられた中

心経営体への農地集積に協力する者に対する協力金の交付等の施策により農地集積を加速化し、これによ

り、土地利用型農業について、平成 28年度までに「平地で 20～30ha、中山間地域で 10～20haの規模の経

営体が大宗を占める構造を目指す」こととされている。 

この行政評価・監視は、以上のような状況を踏まえ、食料の安定供給を確保するための重要な生産基盤

である農地の保全及び有効利用を図る観点から、農地の転用に関する規制の運用状況、耕作放棄地対策の

実施状況、農地の利用集積対策の実施状況等を調査し、関係行政の改善に資するために実施したものであ

る。 
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